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国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構の平成３０年度の業務運営に関する計画 

（年度計画） 

 

序文 

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３５条の８の規定により準用する同法第

３１条第１項の規定に基づき、国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（以下「JAXA」とい

う。）の平成３０年度の業務運営に関する計画（年度計画）を以下のとおり定める。 

 

Ⅰ．宇宙航空政策の目標達成に向けた具体的取組に係る措置 

１．宇宙政策の目標達成に向けた宇宙プロジェクトの実施 

１．１．衛星測位 

衛星測位について、我が国の安全保障の確保、産業の振興、国際競争力強化への貢献の

観点から、測位衛星及び地上システムからなる我が国の測位システムの高度化、高精度測位

情報配信サービスの実現及び測位衛星技術の利活用拡大を目指し、先進的な技術の研究開

発を行う。 

具体的には、高精度軌道時刻推定、精密軌道制御の衛星測位に関する研究開発に取り組

むと同時に、我が国の測位技術の自立性強化の観点も意識し、これらの２つの課題も含め、

測位衛星監視・解析・評価、測位信号欺瞞（スプーフィング）・妨害に対する抗たん性強化、衛

星の小型化・低コスト化、指向性向上等の受信機関連高度化などの課題に対して内閣府が関

係省庁と協力・連携しつつ示す今後の我が国の衛星測位に関する取組方針に基づき、内閣府

と連携して研究開発及び実証の計画の具体化について検討を行う。その際、世界的な衛星測

位技術の発展や海外展開も含めた政府及び民間のニーズを踏まえつつ、我が国の測位シス

テムを支える技術の向上を図る。 

また、海外宇宙機関との研究協力や、政府による国連等の国際機関における議論に対し研

究成果に基づく知見の提供・共有等を行う。 

さらに、我が国の測位技術の維持・高度化を担う人材を育成・確保していくため、上述の取組

を通じて JAXA 内で高度な専門性を備えた人材の育成に引き続き努めることはもとより、技術

支援等を通じて大学や民間事業者等の人材育成にも貢献する。 

加えて、測位利用ビジネスの推進に貢献するため、政府や民間事業者等と連携し、上述の

取組を通じて得た知見について引き続き提供することで、民間事業者による高精度測位情報

サービスの事業化の支援等を行う。 

 

１．２．衛星リモートセンシング 

防災・災害対策及び国土管理・海洋観測、地球規模の気候変動の解明・対策、産業基盤の

維持向上、国際協力等のため、関係府省と連携を取りつつリモートセンシング衛星の研究、開

発、運用を行う。具体的には以下を実施する。 

 温室効果ガス観測技術衛星（以下「GOSAT」という。）の後期利用を継続し、温室効果ガ
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ス（二酸化炭素、メタン）に関する観測データを取得する。 

 水循環変動観測衛星（以下「GCOM-W」という。）の後期利用を継続し、水蒸気量・海面

水温・海氷分布等に関する観測データを取得する。 

 NASA と連携し、全球降水観測計画／二周波降水レーダ（以下「GPM/DPR」という。）の

後期利用を継続し、降水に関する観測データを取得する。 

 陸域観測技術衛星２号（以下「ALOS-2」という。）の定常運用を継続し、防災及び災害対

策の強化、国土管理・海洋観測等に関する観測データを取得する。 

 ALOS-2及び小型実証衛星 4型（SDS-4）に搭載した船舶自動識別装置（以下「AIS」とい

う。）受信システムの後期利用を行う。 

 ALOS-2及び「きぼう」に設置した高エネルギー電子・ガンマ線観測装置（CALET）に搭載

した森林火災検知用小型赤外カメラ（CIRC）の後期利用を行う。 

 気候変動観測衛星（以下「GCOM-C」という。）の定常運用を行い、雲・エアロゾル、植生、

積雪・海氷分布等に関する観測データを取得する。 

 超低高度衛星技術試験機（以下「SLATS」という。）の定常運用を行い、超低高度への軌

道遷移を行う。 

 温室効果ガス観測技術衛星２号（以下「GOSAT-2」という。）の開発を完了し、打上げ及

び初期機能確認を実施する。 

 雲エアロゾル放射ミッション／雲プロファイリングレーダ（以下「EarthCARE/CPR」という。）

につき、欧州宇宙機関（ESA）の打上げに向けた支援、及び地上システムの開発を実施

する。 

 先進光学衛星（以下「ALOS-3」という。）の詳細設計を完了して維持設計に移行し、プロ

トフライトモデルの製作を実施する。 

 先進レーダ衛星（以下、「ALOS-4」という。）の詳細設計を完了して維持設計に移行し、プ

ロトフライトモデルの製作を実施する。 

 GCOM-W 搭載高性能マイクロ波放射計２（AMSR2）の後継となる次期マイクロ波放射計

について、温室効果ガス観測衛星 3号機との相乗りを前提とした開発研究を実施する。 

 

防災機関等の要求に基づき、ALOS-2 による緊急観測、並びに ALOS-2 観測データ及び陸

域観測技術衛星（以下「ALOS」という。）アーカイブデータの提供を行う。また、防災機関等と連

携して、防災・災害対策における衛星データの利用研究・実証を実施し、ALOS-2 等の衛星の

利用促進を行う。 

国際災害チャータの要請に対して、ALOS-2 の観測データ及び ALOS のアーカイブデータを

提供し，その活動に貢献する。また、センチネルアジアに加盟する機関の連携を深め、アジア

の減災活動の支援を強化する。 

ALOS-2、ALOS-3 及び ALOS-4 等の防災・災害対策分野での利便性を向上させ、これらの

衛星データを避難勧告の発出等の減災に直結する判断情報として普及させるため、複数衛星

のデータの利用に即した複合的な形態とするなど、必要な情報を政府、自治体、国際防災機
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関等に対して、ユーザ活動のタイムラインに沿った現場が理解しやすい形で伝える情報システ

ムの構築に取り組む。 

また、海面水温、海氷分布等の海洋観測や陸域、港湾、土地被覆分類等の国土管理の分

野において、データ利用機関と連携して衛星データの利用研究・実証を実施し、GCOM-W、

GCOM-C、ALOS-2等の衛星の利用促進を行う。 

GOSAT、GCOM-W、GCOM-C、GPM/DPR 等、気候変動関連の観測データの品質保証及び

国内外ユーザへの提供を継続的に実施し、政府の方針に基づく気候変動対策への協力や国

際協力を推進する。また、これらの取組を通じて明らかになったニーズを反映し、気候変動の

モニタリング・モデリングの精度向上に資する観測センサの性能向上及び観測データの校正・

検証等に関する研究を行うとともに、関係機関や各分野の研究者等と連携して利用研究・実証

を実施する。さらに、GOSAT-2、EarthCARE/CPRなど開発段階の衛星についても、利用研究・

実証に向けた準備を行う。 

衛星リモートセンシングを活用した地球観測の国際的な取り組みについて、欧米・アジア各

国の関係機関、国際機関等との協力を推進するとともに、地球観測に関する政府間会合

（GEO）や地球観測衛星委員会（CEOS）等の国際的な枠組みの活動を通じて、社会課題への

対応を推進する。また、国連開発計画（UNDP）の持続可能な開発目標（SDGs）の実現に向け

た活動等、国際的課題に対して衛星リモートセンシングデータを活用する取組を政府及び国際

機関等と協力して進める。GOSAT、GOSAT-2 等の衛星データが、パリ協定に基づく温室効果

ガス削減の評価指標として国際的に利用されるように、国内外の関係機関と協力して取り組む。 

衛星リモートセンシングデータの高付加価値化や、新たなサービスの創出による産業振興

に貢献するため、国内外の衛星データを複合的に利用したプロダクトの提供や、観測データと

予測モデルを組み合わせる等の利用研究に取り組む。 

衛星により取得した各種データについて、未来投資戦略 2017（平成 29年６月９日閣議決定）

や政府関係機関移転基本方針（平成 28 年３月まち・ひと・しごと創生本部決定）、海外の動向、

並びにオープン＆フリー化、データ利用環境整備等の政府の方針・取組等を踏まえ、幅広い産

業分野での利用を見据えた適切なデータ管理・提供を行う。 

ALOS 搭載 AVNIR-2 及び PALSAR の観測データを全数処理し、公開するとともに、政府が

整備するデータ利用プラットフォームへの当該データの提供を進める。 

 

１．３．衛星通信 

超高速インターネット衛星（WINDS）の後期利用を継続し、地方自治体や防災機関等と共同

で、通信衛星による災害通信実験を行う。また、通信実験を通じて将来の利用ニーズの把握に

努める。 

我が国の宇宙産業の振興及び安全保障への貢献を目的として、国際競争力を持つ次世代

の通信衛星バス技術、光衛星間通信技術の実証に向け、通信衛星の開発を行う。具体的に

は以下を実施する。 

 光データ中継衛星及び光ターミナルのプロトフライトモデルの製作・試験、並びに地上

システムの開発を実施する。 

 技術試験衛星 9号機の基本設計を完了し、詳細設計に着手する。 
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１．４．宇宙輸送システム 

（１）液体燃料ロケットシステム 

H3 ロケットについては、我が国の自立的な打上げ能力の拡大及び打上げサービスの国

際競争力強化に資するため、平成 32 年度の初号機の打上げを目指し、ロケットの機体と地

上システムを一体とした総合システムとして維持設計を行い、第１段、第２段エンジン及び固

体ロケットブースターの試験等を実施するとともに、試験機初号機の実機製作を行う。また、

H3 ロケットの成熟度向上といった開発成果を早期に確実なものとするため、初期運用段階

における対応計画等の取組みの具体化を進める。 

H-IIA/H-IIB ロケットについては、一層の信頼性の向上を図るとともに、部品枯渇に伴う機

器等の再開発を引続き進め、開発した機器を飛行実証する。打上げ関連施設・設備につい

ては、効率的かつ効果的な維持・老朽化更新及び運用性改善を行う。 

 

（２）固体燃料ロケットシステム 

戦略的技術として重要な固体燃料ロケットシステムであるイプシロンロケットについて、将

来の打上げ需要への柔軟な対応も見据え相乗り機能を付加した４号機の製造・打上げを実

施するとともに、運用の効率化等の取組みの具体化を進める。打上げ関連施設・設備につ

いては、効率的かつ効果的な維持・老朽化更新及び運用性改善を行う。 

また、イプシロンロケットと H3 ロケットとのシナジー対応開発について、H-IIA/H-IIB ロケッ

トから H3 ロケットへの移行の際のイプシロンロケットの切れ目のない運用を可能とし、民間

事業者主体の打上げサービス事業化を見据えたイプシロンロケットの国際競争力強化を実

現するため、シナジー対応開発のプロジェクト移行を行い着実な開発を進める。 

また、上記（１）及び（２）の取組と並行して、産業振興の観点から、自律飛行安全システム

等も含めたロケット開発とその事業化に独自に取り組む民間事業者等への支援を行う。 

 

１．５．宇宙状況把握 

人工衛星の確実な運用を行い、安全保障分野や民生利用分野における宇宙空間の持続

的・安定的な利用の確保に貢献するため、宇宙状況把握（以下、「SSA」という。）に関する研究

開発等に次のとおり取り組む。 

スペース・デブリの増加等を踏まえた関係政府機関が一体となった SSA 体制の構築に向け、

JAXAの SSAシステムの維持設計を実施し、製作に着手するとともに、関係機関との人的交流

や JAXAが有する技術や知見等の共有を含めた政府への技術支援を行う。 

また、継続的にスペース・デブリとの衝突を回避する運用を実施するとともに、スペース・デ

ブリの観測技術及び接近・衝突回避技術の向上を目指した研究開発並びにデブリ落下予測等

の政府への技術支援を行う。 
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１．６．海洋状況把握・早期警戒機能等 

防衛省や海上保安庁をはじめとする政府の安全保障関係機関と連携し、以下の取組により

我が国の安全保障の確保に貢献する。 

海洋状況把握について、政府の安全保障関係機関と連携し、先進的な地球観測衛星等の

知見の提供により政府の検討を支援する。また、衛星による船舶の航行状況把握について、

安全保障関係機関での利用価値を向上させるため、先進的な地球観測衛星や船舶に関する

情報を衛星から取得するためのAISの研究開発を行うとともに、機械学習等を利用した船舶画

像識別や複合的なデータ利用に関する応用研究を行う。 

 早期警戒機能等について、政府の安全保障関係機関と連携し、政府が行う赤外線センサの

宇宙空間での実証研究を支援するため、ALOS-3 への赤外線センサの相乗り搭載に向け、防

衛装備庁からの受託による衛星搭載型２波長赤外線センサの開発を継続するとともに、我が

国の早期警戒能力の確保に向けた民生技術などの幅広い技術の活用可能性を含む今後の

在り方に関する政府の検討を踏まえ、将来必要となる要素技術に係る研究開発等を推進する。 

政府の安全保障関係機関との連携を深め、将来的な安全保障分野での宇宙の利用ニーズ

を捉えた研究開発を推進する。 

 

１．７．宇宙システム全体の機能保証 

内閣府や防衛省をはじめとする政府の安全保障関係機関と連携し、政府の機能保証強化

策の検討や宇宙システム全体の脆弱性評価、機能保証強化のための机上演習等に向けた政

府の取組に対し、機能保証の観点から宇宙システムの開発や運用に関する知見を提供するな

どの技術的な支援を行い、我が国の宇宙システム全体の機能保証に貢献する。また、機能保

証と密接な関係にある我が国の将来の射場や即応型小型衛星等の在り方に関する政府の検

討についても技術的な支援を行う。 

政府が進める宇宙システムの脆弱性評価を、「宇宙システム全体の機能保証 (Mission 

Assurance)の強化に関する基本的考え方」（平成 29年４月 20日、宇宙システムの安定性強化

に関する関係府省庁連絡会議）に基づき、我が国の安全保障や国民の経済活動等に重要な

役割を果たす JAXA が保有する宇宙システムに対して行い、評価結果を踏まえ必要に応じ政

府の検討結果に基づく対応に取り組む。 

 

１．８．宇宙科学・探査 

「宇宙の始まりと銀河から惑星に至る構造形成の解明」、「太陽系と生命の起源の解明」、

「宇宙機及び宇宙輸送システムに関わる宇宙工学技術の革新」を目標として位置付け、世界

的に優れた研究成果の創出に取り組む。 

 

（１）学術研究の推進 

宇宙科学研究の推進に当たっては、大学の研究者等との有機的かつ多様な形での共同

活動を行う大学共同利用システムの下でのミッション提案に加え、長期的な視点での取組が

必要な宇宙探査等について、ミッション創出と技術開発を両輪とした効果的な推進（プログラ
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ム化）や、国際協力及び国際宇宙探査への貢献の観点にも考慮しつつ、JAXA が宇宙科学

の長期的・戦略的なシナリオ（以下、「シナリオ」という。）を策定する。また、策定したシナリオ

の実施に必要な技術目標（宇宙科学技術ロードマップ）の作成を進める。 

さらに、研究の更なる活性化の観点から、ボトムアップによるミッション提案、特に新規分

野からの提案を促進するために、ミッションの立ち上げから終了までを見据えたミッション実

現性の事前検討機能の充実及び大学共同利用連携拠点の更なる拡大・充実のための方策

を検討する。 

以上を踏まえ、具体的には、「戦略的に実施する中型計画」、「公募型小型計画」、及び

「多様な小規模プロジェクト（戦略的国際協同計画、小規模計画）」の候補ミッションの選定を

行う。衛星・探査機については、次項に定めるとおり開発等を進めるとともに、小型飛翔体

（観測ロケット、大気球）による実験機会を提供する。 

衛星・探査機の開発にあたっては、宇宙科学研究所のみならず、JAXA 全体で密に連携

することで、大型化・複雑化する衛星・探査機システムを確実に開発する。また、これらのプ

ロジェクトから創出される世界一級の観測データ（採取した地球外の物質試料を含む）は、国

際的に広く活用されるようユーザーフレンドリーな形態で公開する。 

人材育成と人材流動性、人材多様性の確保に向けた取組として、世界的業績を有する研

究者の招聘、終身雇用（テニュア）教育職への外国人や女性の積極的採用、終身雇用を見

据えた有期雇用（テニュアトラック）特任助教制度の整備、大学への転出促進のための制度

整備、クロスアポイントメント制度の活用等の施策を進める。 

 

（２）研究開発・運用を行う衛星・探査機等 

宇宙科学の目標の達成に向け、科学衛星・探査機プロジェクトの立ち上げに向けた検討・

研究、開発及び運用を行う。 

 

①宇宙の始まりと銀河から惑星に至る構造形成の解明 

 X線天文衛星代替機の基本設計を進める。 

 次世代赤外線天文衛星(SPICA)について、欧州宇宙機関でのミッション公募の選抜

状況を踏まえつつ、プロジェクト化に向けた検討を行う。 

 

②太陽系と生命の起源の解明 

 水星探査計画／水星磁気圏探査機（BepiColombo/MMO）の開発を完了し、打上げ

前射場作業、打上げ支援及び運用支援を行う。 

 公募型小型計画２の候補として選定された事項についてプロジェクト化に向けた研

究を行う。 

 火星衛星探査機（MMX）の開発研究を行う。 

 欧州宇宙機関（ESA）が実施する木星氷衛星探査計画（JUICE）に参画する。 
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 以下の衛星・探査機の運用を行う。 

➢ 磁気圏尾部観測衛星（GEOTAIL） 

➢ 太陽観測衛星（SOLAR-B） 

➢ 金星探査機（PLANET-C） 

➢ 惑星分光観測衛星（SPRINT-A） 

➢ 小惑星探査機はやぶさ２ 

➢ ジオスペース探査衛星（ERG） 

 

③宇宙機及び宇宙輸送システムに関わる宇宙工学技術の革新 

 小型月着陸実証機（SLIM）の詳細設計を行う。 

 「宇宙科学技術ロードマップ」の検討を踏まえ、プロジェクトを主導する工学技術の

世界最高水準を目指した研究開発を行う。また、萌芽的な工学技術の研究を行う。  

 

④その他 

 宇宙科学プロジェクトの候補ミッション（戦略的中型計画２、公募型小型計画３等）に

ついて、初期の成立性検討や初期の研究開発（フロントローディング活動）を充実さ

せ、プロジェクト化について検討を実施する。 

 現行深宇宙通信局の後継局として、深宇宙探査用地上局の製作及び現地据付工

事を進める。 

 小型飛翔体や実験・試験設備について、多様な実験ニーズへの対応に向けた高度

化の検討や大型設備の JAXA全体での効率的な維持・整備に向けた検討を行う。 

 宇宙科学研究の取組の中で創出した成果について、産業振興への貢献をはじめと

した社会還元に向けた取組を行う。 

 

（３）大学院教育への協力 

宇宙航空分野に留まらず産業界を含む幅広い分野で活躍し、将来の我が国を担う人材の

育成を目的として、総合研究大学院大学、東京大学大学院との連携、連携大学院制度等を活

用し、教育環境の向上に努めつつ、研究開発の現場である JAXAでの学生の受入れ指導等に

より、大学院教育への協力を行う。 
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１．９．国際宇宙ステーション 

国際宇宙ステーションに関して以下の取組を行う。 

 

（１）地球低軌道利用の拡大と事業化に向けた取組 

我が国の科学技術政策や民間ニーズを踏まえ、重点化した分野の「きぼう」利用サービス

（新薬設計支援、加齢研究支援、超小型衛星放出及び船外ポート利用）について、定時化

（決まった時間間隔で利用できること）・高頻度化・定型化等を進める（プラットフォーム化）。 

加えて、人材育成機能及び超小型衛星開発能力・経験を持つ大学や国の研究機関等と

の戦略パートナーとしての連携を強化することで、国内のみならず海外のユーザ開拓を図る。

更に、国際的な市場需要を有する超小型衛星放出については事業者を選定し、初の「きぼう」

利用の事業化に着手する。 

また、ISS 計画終了以降も見据え、研究開発利用に留まらない新たな地球低軌道利用事

業の実現可能性を追求する。 

上述の取組及び国際的動向を踏まえ、地球低軌道有人宇宙活動の 2025年以降の在り方

や可能性について技術的検討を進める。 

 

（２）ISS計画を通じた国際的プレゼンスの維持・向上に資する取組 

日米オープン・プラットフォーム・パートナーシップ・プログラム(JP-US OP3)に基づいた、日

米研究者による共同実験の実施、実験装置の相互利用、実験試料の交換等の協力を通じ

て新たに得られた知見により、ISS 計画への両国の貢献から生み出される成果の最大化を

図ることで、日米協力関係の強化に貢献する。 

また、「きぼう」、宇宙ステーション補給機（以下、HTV という）「こうのとり」を安定的かつ効

率的に運用するため、HTV７号機の打上げ及び運用並びに HTV８～９号機の機体の製作に

取り組むとともに、日本人宇宙飛行士の活動を安全・着実に行う。加えて、HTV７号機の打ち

上げ・運用にあたって小型回収カプセルの飛行実証に取り組む。さらに、新型宇宙ステーシ

ョン補給機（HTV-X(仮称)）の詳細設計を行う。また、国連及び人材育成等で海外と連携して

いる大学等との枠組みの活用により、海外機関による「きぼう」利用を拡大する。 

さらに、国際有人宇宙探査や将来の地球低軌道有人宇宙活動等に資するため、水・空気

補給量の大幅な削減を目指した再生型環境制御等の有人滞在技術、定型的なクルー作業

を代替する自動化・自律化技術、超長期や地球低軌道以遠でのクルー滞在に必要となる宇

宙医学・健康管理技術等の研究開発を行うとともに、有人滞在技術における水再生技術の

技術実証を行う。 

 

１．１０．国際有人宇宙探査 

国際共同で人類の活動領域を拡大する「国際有人宇宙探査」（有人探査のために先行して

行われる無人探査を含む）において、米国が構想する月近傍の有人拠点構築への参画及び

国際協力による月極域での水資源探査について、国際的なプログラムの具体化を図り、国際
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宇宙探査のプロジェクトに戦略的に参画できるよう、主体的に技術面を含めた我が国の計画

の検討を進め、国際調整、概念検討を行う。また、有人宇宙探査において重要となる技術のう

ち、我が国が優位性を発揮できる技術や他分野への波及効果が大きく今後伸ばしていくべき

技術として、月近傍有人拠点構築に向けては深宇宙補給技術（ランデブ・ドッキング技術等）と

有人宇宙滞在技術（環境制御技術等）、有人月着陸探査活動に向けては小型月着陸実証機

（SLIM）等の宇宙科学・探査における無人探査と連携し、重力天体離着陸技術（高精度航法技

術等）と重力天体表面探査技術（表面移動技術、掘削技術、水氷分析技術等）の研究に取り

組む。 

 

１．１１．人工衛星等の開発・運用を支える基盤技術（追跡運用技術、環境試験技術等） 

人工衛星等の安定的な運用や確実な開発に必要な基盤技術である追跡運用技術及び環

境試験技術等について、次の取組を行う。 

 

（１）追跡運用技術等 

人工衛星の確実なミッション達成のため、追跡管制及びデータ取得のためのアンテナ等

の施設・設備の維持・運用を着実に実施する。また、Ka 帯受信システム整備を継続するとと

もに、次期衛星レーザ測距(SLR)設備の整備に着手する。さらに、設備維持・運用の効率化

及び低コスト化を踏まえた次世代の追跡ネットワークシステムの整備構想を検討する。将来

ミッションを実現可能とするシステムの研究開発として、海外宇宙機関と遅延・途絶耐性ネッ

トワーク(DTN)経路制御の試作機能の実証試験を実施するとともに、衛星軌道高精度化及

び処理迅速性向上に向けた GPS精密軌道決定ツールの実証試験を実施する。 

ミッション達成に貢献するため、JAXA が必要とする新設・既設の無線局の周波数を新規

に又は継続して確保するべく、国際及び国内における規則策定検討への参画や他無線局と

の使用周波数の調整等を通じて宇宙航空利用分野への周波数帯の割り当てを維持・促進し、

当該周波数帯での無線局の許認可を確実に取得する。 

 

（２）環境試験技術 

確実なミッション達成に貢献するため、保有する環境試験設備による環境試験を着実に遂

行するとともに、環境試験技術の向上を目指した研究開発等を行う。具体的には、老朽化対

策を含む確実かつ効率的な環境試験設備の維持・運用を行うとともに、振動や熱真空の試

験条件緩和及び試験効率化に関する技術開発に取り組む。さらに、他産業との交流により、

培った環境試験技術と設備の利用拡大を進める。 

 

２．宇宙政策の目標達成に向けた分野横断的な研究開発等の取組 

 

２．１．民間事業者との協業等の宇宙利用拡大及び産業振興に資する取組 

国際市場や異分野において競争力を持った新しい事業の創出を目指し、従来の宇宙関連
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企業だけではなく、ベンチャーから大企業まで多様かつ新たな民間事業者等と対等な立場で

事業を推進するパートナーシップ型の協業に取り組む。具体的には、民間事業者等と共に利

用・事業シナリオを企画立案し、双方が資金・人的リソース等を提供した上で共同チーム体制

等を構築して技術開発・実証を行うことを目的としたイノベーションパートナーシップに着手する。 

また、JAXA の研究開発成果等を利用した新たなベンチャービジネスを創出するため、研究

開発成果の積極的な発信や、民間事業者等との連携による JAXA 内外のアイデアの発掘、事

業化に向けた検討の促進、職員による積極的な事業化を促進する支援制度等の環境の整備・

改善等を行うとともに、これらを通じて、宇宙産業を担う JAXA 内外の人材の育成にも貢献す

る。 

上述の取組を進めるに当たっては、JAXAの知的財産の活用による宇宙利用の拡大や民間

事業の創出を促進するため、戦略的に知的財産の取扱いルールの柔軟化等の制度改善を検

討する。 

また、民間事業者等からの受託・共同研究への拠出金等の積極的な民間資金等の活用を

図るとともに、宇宙産業への投資を促進するために金融機関等との連携を行う。 

さらに、民間事業者による宇宙ビジネスの創出や高付加価値化に資する取組として、宇宙

用機器の市場投入の促進、民間事業者等の超小型衛星打上げ等の宇宙実証機会に係る対

外窓口の一本化、JAXA の有する施設・設備の利用促進、衛星データのアクセス性向上をはじ

めとした種々の支援を行う。 

宇宙実証機会の提供等については、民間事業者等の事業としての自立化を目指し、ロケッ

トの相乗りに係るノウハウ等の移管等に向けた準備を進める。 

 

２．２．新たな価値を実現する宇宙産業基盤・科学技術基盤の維持・強化（スペース・デブリ対

策、宇宙太陽光発電含む） 

新たな事業領域の開拓や世界をリードする技術革新により、我が国の宇宙活動の自立的・

持続的発展と関連産業の国際競争力強化に貢献するため、今中長期目標期間において確立

を目指す重要技術に対し、以下に示すとおり研究開発の重点課題として取り組む。 

その際、研究リーダに優れた人材を登用するため、クロスアポイントメント制度やイノベーシ

ョンフェロー制度等を活用し、人材糾合を進める。 

また、国際競争力の鍵となる技術および知的財産に関し産業界との議論を進め、共有した

方針に基づき研究開発を進める。また、知的財産に係る JAXAの対応方針を取りまとめる。 

 

（１）宇宙開発における新たな価値を創出する先導的な研究開発 

①安全保障の確保、安全・安心な社会の実現に貢献する研究開発 

スペース・デブリ対策の事業化を目指す民間事業者等と連携し、低コストデブリ除去サ

ービスのミッション提案に向けたシステム検討を進める。デブリ発生を未然に防止する技

術については、大気圏への安全投棄の技術についての研究を進める。また、事業化に向

けて、政府や内外関係機関と連携し、宇宙デブリ対策の国際ルール化に向けた国際的な

議論を主導する。 
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②宇宙利用拡大と産業振興に貢献する研究開発 

通信や地球観測等の分野では、世界に先駆けた利用サービスや高い国際競争力を持

つ宇宙システムの創出を目指し、民間事業者と協力し、以下に示す重点課題について市

場ニーズを先読みした研究開発を進める。 

 高い信頼性と経済性を有する宇宙輸送サービスを実現する再使用型宇宙輸送シス

テム技術 

 低コスト・大容量な高速衛星通信ネットワークを実現する光・デジタル通信技術 

 静止軌道からの常時観測を可能とする超高精度な大型光学センサ技術 

 

さらに 10 年先を展望し、宇宙開発利用に新たなイノベーションを起こす革新的な技術と

して、ロボットによる軌道上での機器交換や補給・回収サービス等、新たな宇宙利用を生

み出す研究開発を行う。並行して、これらの技術を基にした新たなミッションを考案・発信し、

事業化アイデアの取り込み活動を推進する。 

 

③宇宙科学・探査分野における世界最高水準の成果創出及び国際的プレゼンスの維持・向

上に貢献する研究開発 

国際宇宙探査において、我が国が高い技術と構想を持って戦略的に参画するため、重

点課題として、独自の技術で優位性を発揮できる環境制御・生命維持等の研究開発を行

う。 

国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）の支援を受け、オープンイノベーションの

場である宇宙探査イノベーションハブにより、我が国が世界をリードする将来の宇宙探査

に関するシステム研究及び技術課題に対応した研究を進めるとともに、地上ビジネスへの

展開も含めたイノベーションの創出に向けた検討を行う。 

 

（２）宇宙産業及びプロジェクトを支える科学技術基盤の強化 

我が国全体としての成果の最大化と波及拡大に貢献するため、JAXA の強みであるシミュ

レーション技術、高信頼性ソフトウェア技術、システム開発手法、高い国際競争力を有する搭

載機器や部品等の分野において、競争的資金や民間資金の獲得に向けた提案を行いつつ、

産・官・学の連携を強化して研究開発を進める。今後、宇宙利用の拡大に向けて、より拡充・

強化すべき分野については、人材の流動化促進や公募型研究制度の活用により、宇宙分

野と異分野や JAXA外の先端知との糾合を図り、科学技術基盤の裾野の拡大に努める。 

中長期的に取り組む宇宙太陽光発電システムに係るエネルギー送受電技術及び液化天

然ガス（LNG）推進技術については、要素技術実証を視野に入れた研究開発を進める。 

新技術・民生品及び超小型衛星の利用拡大等に向けた取組としては、基幹的部品や新

規要素技術の軌道上実証を効果的に行うために、民間に対する技術的な支援を着実に行う。 

 革新的衛星技術実証１号機のうち、小型実証衛星１号機については開発を完了し、

打上げを行い、軌道上実証を開始する。併せて、他機関が開発する超小型衛星等に
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ついて、打上げ前射場作業等の支援及び打上げを行う。 

 革新的衛星技術実証２号機について、ミッション選定を含めた検討を進める。 

 

研究開発インフラについては運用の効率化を進めるとともに、外部と連携した研究課題に

必要かつ老朽化したインフラについては対策を進める。 

 

３．航空科学技術 

（１）社会からの要請に応える研究開発 

次世代エンジン技術については、技術実証用エンジン（F7 エンジン）の導入に必要な整備

を進めるとともに、エンジン低圧系では樹脂製吸音ライナのエンジン搭載試験用供試体の設

計製作に向けた技術検討を実施する。また、高圧系部位のコアエンジン技術については低

NOx 燃焼器及び高温高効率タービンに関する研究開発計画を策定するとともに本格着手に

向けて予備試験等を行う。 

低騒音化等の機体技術については、実験用航空機を用いた飛行実証結果を踏まえた騒

音低減技術の検証を行うとともに、機体抵抗低減に資する要素研究に取り組む。 

装備品技術については、晴天乱気流検知技術等の利用促進につながる研究開発を行うほ

かパイロット支援等に資する技術の研究に着手する。また、気象影響防御技術のフィールド

実証に向けた研究を進める。 

航空機利用の拡大への取り組みとして、無人機利用拡大への取り組みを行うとともに災

害時に航空宇宙機器を統合的に運用する機能に危機管理機能等も加えた災害・危機管理

対応統合運用システム構築に向け危機管理機能等の基本設計等に着手する。 

 

（２）次世代を切り開く先進技術の研究開発 

静粛超音速機統合設計技術について、技術参照機体として小型超音速旅客機の概念設

計を進めるとともに、技術実証手法に関して技術検討を実施する。また、その他の革新的技

術についても、国内優位技術の活用を図りつつ要素研究を実施する。 

 

（３）航空産業の持続的発展につながる基盤技術の研究開発 

空力分野と構造分野を連成させた統合シミュレーション技術のパイロットコードを構築する

とともに、萌芽的研究から実用を促進する研究まで、幅広い範囲の基盤研究を計画・推進す

る。また、利用者ニーズに応える試験設備の整備を進め、利用需要に応えた設備供用及び

試験技術開発を実施する。 
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４．宇宙航空政策の目標達成を支えるための取組 

４．１．国際協力・海外展開の推進及び調査分析 

（１）国際協力・海外展開の推進 

主要な海外宇宙機関との継続的な戦略会合を開催し、トップマネジメント層間で関心を共

有し、互恵的な関係での研究開発を推進することで、今後の国際宇宙探査や気候変動対策

に係る取組等の事業の効率的かつ効果的な実施に貢献する。また、上述の研究開発の推

進に当たっては、外交当局、国連及び関係機関との緊密な連携を図ることで、政策的意義を

高める。 

また、海外宇宙利用機関、開発援助機関（独立行政法人国際協力機構（JICA）、アジア開

発銀行（ADB）等）との連携強化により、特に ASEAN 主要国の宇宙利用ニーズを把握・発掘

し、各国の宇宙利用の更なる促進と社会基盤としての定着を図る。その推進のため、我が国

との間で相互に利益のある関係の構築・維持を担える人材の養成につながる取り組みを推

進する。これらを通じ、我が国の宇宙関連技術の需要の向上につなげていくとともに、政府

が推進する官民一体となった宇宙インフラの海外展開を支援することにより、我が国の産業

基盤の維持・強化に貢献する。 

特に、本年度にシンガポールで開催予定のアジア・太平洋地域宇宙機関会議（APRSAF）

の枠組みを最大限に活用して、地域の課題解決に資する超小型衛星の共同開発に向けた

検討や、アジア各国の関係者が定期的に集まり情報・意見交換を行う機会を設定することを

通じ、政策レベルも含めたコミュニティの形成に着手する。また、アジア地域において、相手

国のニーズに応じた二国間又は多国間協力による防災・環境対策等の共通課題に取り組む。 

さらに、政府による国連宇宙空間平和利用委員会（COPUOS）等における宇宙空間の利

用に関する国際的なルール作り（長期的持続可能性（LTS）ガイドライン等）の取組を支援す

る。特に、本年度に開催予定の第１回国連宇宙会議 50 周年記念会合（UNISPACE+50）にお

いては、宇宙探査や地球温暖化対策における我が国の取り組みについて積極的なアピール

に取り組む。また、宇宙開発利用において将来想定される法的課題について、外部の有識

者と協力して調査研究を推進するとともに、大学への講師派遣等の取り組みを通じ、当該活

動をけん引する人材を育成する。 

 

（２）調査分析 

より戦略的・効果的なミッションの立案、成果の最大化及び我が国の政策の企画立案に

資するため、宇宙航空分野に関わる国内外の動向調査及びその分析機能の強化に取り組

む。具体的には、国内外の調査研究機関・大学等との連携や情報の受け手との対話を強化

しつつ、調査分析領域の拡大や課題に応じて深く掘り下げた分析を行い、JAXA における戦

略策定等に活用する。また、国内外の宇宙政策動向等の社会情勢を踏まえながら政府等に

調査分析情報を提供・発信し、それらを踏まえた提言等を積極的に行う。 

調査分析機能を強化するため、JAXA内の高い専門性や経験を持つ職員を活用する横断

的な連携体制の強化に取り組むとともに、これらを通じて国内外の関係機関との幅広い人

脈・ネットワークの拡大を図る。  
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４．２．国民の理解増進と次世代を担う人材育成への貢献 

（１）国民的な理解の増進 

国民と社会への説明責任を果たすとともに、一層の理解増進を図るため、我が国の宇宙

航空事業及び JAXAを取り巻く環境の変化を踏まえて即時性・透明性・双方向性の確保を意

識しつつ、高度情報化社会に適した多様な情報発信を行う。 

 プレスリリースのみならず、記者会見や記者説明会等、メディアへの丁寧な説明や対

話の機会を幅広く設け、JAXA 事業の意義や成果に係る情報発信をタイムリーに行う。 

 自ら保有する広報ツール（ウェブサイト、制作映像、シンポジウム、機関誌、各事業所

における展示や施設公開、講演会への講師派遣等）を活用し、また、最新の情報発

信ツールを取り入れながら、丁寧でわかりやすい情報発信を行う。 

 外部機関との連携事業に積極的に取り組み、JAXA 単独では接触し難い層に情報発

信を拡大する。 

 

（２）次世代を担う人材育成への貢献 

多角的なものの見方・考え方や自律的、主体的、継続的な学習態度の醸成等、未来社会

を切り拓く青少年の人材育成に幅広く貢献するため、政府関係機関移転基本方針（平成 28 

年３月まち・ひと・しごと創生本部決定）なども踏まえつつ、宇宙航空研究開発を通じて得た

成果や知見を広く教育の素材として活用し、学校教育の支援、社会教育活動の支援及び体

験的な学習機会の提供を行う。 

学校教育の支援に関しては、学校のカリキュラムを補完する授業支援プログラムや教材

の改善・作成等を行い、教師とその養成を担う大学等との連携による授業支援や研修を実

施する。 

社会教育活動の支援に関しては、宇宙教育指導者や地域の教育関係者等との連携により、

家庭や地域が子供達の深い学びを育む環境を用意しやすいプログラムや教材の改善・作成

を行う。また、地域が活動を継続するための宇宙教育指導者の育成等を行う。 

体験的な学習機会に関しては、JAXA の施設・設備や宇宙飛行士をはじめとする専門的

人材及び国際交流の機会を活用し、学習機会を提供するとともに、JAXA保有の発信ツール

や連携団体等の外部機関を活用し、学習に関する情報を提供する。 

 

４．３．プロジェクトマネジメント及び安全・信頼性 

プロジェクト活動の安全・確実な遂行とミッションの成果の最大化、更には国際競争力強化

に貢献するため、以下の取組を行う。なお、計画の大幅な見直しや中止、もしくはミッションの

喪失が生じた場合には、業務プロセスやマネジメント活動を含む原因の究明と再発防止を図る。 

 

（１）プロジェクトマネジメント 

プロジェクトマネジメントについて、業務プロセス・体制の運用・改善、研修の実施及び活
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動から得られた知見・教訓の蓄積・活用を進め、JAXA 全体のプロジェクトマネジメント能力

の維持・向上を図る。 

また、担当部門から独立した組織が、プロジェクトの実施状況を適切に把握した上で、プロ

ジェクトマネジメントの観点から客観的かつ厳格な評価を行い、その結果を的確に計画へフ

ィードバックさせる。 

さらに、プロジェクト移行前の計画立案から準備段階における初期的な検討や試行的な研

究開発の充実により、ミッションの価値向上及びプロジェクト移行後のリスクの低減を図る。 

 

（２）安全・信頼性の確保 

経営層を含む安全及びミッション保証のための品質保証管理プロセス・体制の運用・改善、

継続的な教育・訓練を通じた関係者の意識・能力向上、共通技術データベースの充実や安

全・信頼性に係る標準・基準の改訂等による技術の継承・蓄積及び管理手法の継続的な改

善を進め、JAXA 全体の安全・信頼性確保に係る能力の維持・向上により、事故・不具合の

低減を図る。 

また、担当部門から独立した組織が、安全・信頼性の確保及び品質保証の観点から客観

的かつ厳格にプロジェクトの評価を行い、その結果を的確に計画へフィードバックさせる。 

さらに、プロジェクトマネジメント及び安全・信頼性の確保に係る知見について外部との情

報交換等を推進する。 

 

４．４．情報システムの活用と情報セキュリティの確保 

（１）情報システムの活用 

JAXA で共通的に利用する情報システムを確実に運用するとともに、事務的な業務の効

率化と適切な労働環境の維持・向上に貢献するため、JAXA 内の通信量の拡大に柔軟に対

応できる次期ネットワークシステムの構築方針を設定し、整備に着手する。また、 昨年度ま

でに導入したシステムやサービスの利用促進を強化し、会議室、書類及びメールに依存して

きた業務からの転換等、 新たな利用形態への対応を進める。 

JAXA スーパーコンピュータの確実な運用により研究開発活動を支えるとともに、次年度

の来るべきリースアウト期を捉え、次代の高性能計算の基盤となる情報システムとしての改

善方針を設定する。方針の設定にあたっては、JAXA が保有する衛星データやシミュレーシ

ョンデータ等を他の研究機関や民間事業者と共有できるよう考慮する。 

 

（２）情報セキュリティの確保 

情報セキュリティインシデントの発生防止及び宇宙機の運用に不可欠な情報システムの

セキュリティ強化のため、政府の方針を含む内外の動向を踏まえつつ、教育・訓練の徹底、

運用の改善、システム監視の強化等を継続的に実施する。 
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４．５．施設及び設備に関する事項 

事業共通的な施設・設備について、確実な維持・運用と有効活用を進めるため、老朽化した

施設・設備の更新、自然災害対策・安全化等のリスク縮減、エネルギー効率改善及びインフラ

長寿命化をはじめとする行動計画を策定し、確実に実施する。 

また、各事業担当部署等からの要請に応じ、施設・設備の重点的かつ計画的な更新・整備

を進めるため、施設・設備に関する専門性を活かした技術提案を行う。 

さらに、上述した取組を行う上で必要な施設・設備に関する調査・研究等を推進する。 

 

５．情報収集衛星に係る政府からの受託 

政府からの情報収集衛星関連の受託に基づく事業を、先端的な研究開発の能力を活かし、

必要な体制を確立して着実に実施する。 

 

Ⅱ．業務運営の改善・効率化に関する事項に係る措置 

Ⅰ項の業務を円滑に遂行し、研究開発成果の最大化を実現するため、以下の業務全体での

改善・効率化を図る。 

 

（１）社会を科学・技術で先導し新たな価値の創造に向けた組織体制の整備 

我が国の宇宙航空政策の目標達成に向けて、社会情勢等を踏まえた柔軟で機動的かつ

効果的な組織体制の整備を進めることで、JAXA の総合力の向上を図る。また、社会に対し

て新たな提案を積極的に行い、社会を科学・技術で先導し新たな価値を創出する組織への

変革を実現する。 

このため、イノベーションや新たなミッションの創出を実現する「研究開発機能」、ミッション

の成功に向け確実に開発を実行する「プロジェクト実施機能」及びこれらの活動を支える「管

理・事業共通機能」を柱とし、民間事業者、公的研究機関等との協業による新たな事業の創

出や企画立案、提案機能向上のための組織改革を行うなど、外部環境の変化に対応した体

制を整備する。 

 

（２）効果的かつ合理的な業務運営の推進 

組織の見直し、調達の合理化、効率的な運営体制の確保等に引き続き取り組むことによ

り、効果的な運営の追求及び業務・経費の合理化に努め、運営費交付金を充当して行う事

業は、新規に追加されるもの、拡充分は除外した上で、法人運営を行う上で各種法令等の

定めにより発生する義務的経費等の特殊要因経費を除き、一般管理費については、平成 29

年度に比べ中長期目標期間中に 21％以上、その他の事業費については、平成 29 年度に

比べ中長期目標期間中に７％以上の効率化を図る。 新規に追加されるものや拡充される分

は翌年度から効率化を図るものとする。これらを通じ、政策や社会ニーズに応えた新たな事

業の創出や成果の社会還元を効果的かつ合理的に推進する。なお、人件費の適正化につ

いては、次項において取り組むものとする。 
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また、「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５月 25

日総務大臣決定）を踏まえ、「平成 30年度調達等合理化計画」を策定し、公正性や透明性を

確保しつつ、国際競争力強化を含む我が国の宇宙航空政策の目標達成に向け、合理的な

調達を行うとともに、国内外の調達制度について情報収集を行う。 

 

（３）人件費の適正化 

給与水準については、政府の方針に従い、役職員給与の在り方について検証した上で、

国家公務員の給与水準や業務の特殊性を踏まえ、組織全体として適正な水準を維持するこ

ととし、その範囲内で、イノベーションの創出に資するべく、世界の第一線で活躍する極めて

優れた国内外の研究者等を確保するために弾力的な給与を設定する。また、検証結果や取

組状況を公表するとともに、国民に対して理解が得られるよう説明に努める。 

 

Ⅲ．財務内容の改善に関する事項に係る措置 

 

（１）財務内容の改善 

運営費交付金等の債務残高を勘案しつつ予算を効率的に執行するとともに、「独立行政

法人会計基準」等を踏まえた適切な財務内容の実現や、財務情報の公開に努める。また、

必要性が無くなったと認められる保有資産については適切に処分するとともに、重要な財産

を譲渡する場合は計画的に進める。 
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① 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

平成 30年度予算  

（単位：百万円） 

 

［注１］ 上記には、情報収集衛星関連の受託（内閣官房）に係る見込み額が含まれる。上記以外に、温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT-2）関連の受託（環境省）、衛星搭

載型二波長赤外線センサの受託（防衛装備庁）及び測位衛星関連の受託（内閣府）等を予定している。 

［注２］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

区別  金額

 収入 
運営費交付金 113,061 71,302 13,120 8,064 14,010 6,564
施設整備費補助金 655 655
国際宇宙ステーション開発費補助金 27,007 27,007
地球観測システム研究開発費補助金 11,003 11,003
基幹ロケット高度化推進費補助金 2,300 2,240 60
設備整備費補助金

受託収入 30,839 1,759 63 452 27 28,538
その他の収入 1,000 717 93 41 116 33

計 185,865 114,683 13,336 8,557 14,153 28,538 6,597
支出

 一般管理費 6,597 6,597
 　（公租公課を除く一般管理費）

　　　 うち、人件費（管理系） 

        　　　物件費 

　　　　　　　公租公課

事業費 107,464 72,020 13,213 8,105 14,126
　　うち、人件費（事業系） 

     　　 物件費 

施設整備費補助金経費 655 655
国際宇宙ステーション開発費補助金経費 27,007 27,007
地球観測システム研究開発費補助金経費 11,003 11,003
基幹ロケット高度化推進費補助金経費 2,300 2,240 60
設備整備費補助金経費

受託経費 30,839 1,759 63 452 27 28,538

計 185,865 114,683 13,336 8,557 14,153 28,538 6,597

 Ｆ．法人共通
 Ａ．宇宙政策の目標
達成に向けた宇宙プロ

ジェクトの実施

 Ｂ．宇宙政策の目標
達成に向けた分野横断
的な研究開発等の取

組

 Ｃ．航空科学技術
 Ｄ．宇宙航空政策の
目標達成を支えるため

の取組

 Ｅ．情報収集衛星に係
る政府からの受託

5,728
3,865

870
1,862

13,057 6,855 2,910 1,863 1,430
94,407 65,165 10,303 6,242 12,696

5,728

870

3,865
1,862
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平成 30年度収支計画 

（単位：百万円） 

区別 

A.宇宙政策の目標達成に

向けた宇宙プロジェクトの

実施 

B. 宇宙政策の目標達成に

向けた分野横断的な研究

開発等の取組 

C.航空科学技術 

D. 宇宙航空政策の目標

達成を支えるための取

組 

E.情報収集衛星に

係る政府からの受

託 

F.法人共通 合計 

費用の部 

経常費用 

事業費 

一般管理費 

受託費 

減価償却費 

財務費用 

臨時損失 

 

１４８，１８４ 

１１３，３１２ 

０ 

２，４６８ 

３２，４１３ 

４６ 

０ 

 

９，３８６ 

８，７４３ 

０ 

８８ 

５５５ 

５ 

０ 

 

６，８８２ 

５,３２７ 

０ 

６３４ 

９２１ 

３ 

０ 

 

１１，６８３ 

９，２９８ 

０ 

３７ 

２，３４８ 

６ 

０ 

 

３９，８５１ 

０ 

０ 

３９，８５１ 

０ 

０ 

０ 

 

５，８０１ 

０ 

５，７４８ 

０ 

５３ 

３ 

０ 

 

２２１，７９５ 

１３６，６８０ 

５，７４８ 

４３，０７７ 

３６，２９０ 

６３ 

０ 

収益の部 

運営費交付金収益 

補助金収益 

受託収入 

その他の収入 

資産見返負債戻入 

臨時利益 

 

４６，７６２ 

３４，５３８ 

２，４６７ 

７１８ 

８３，４３４ 

０ 

 

８，６０４ 

５１ 

８８ 

９３ 

５５５ 

０ 

 

５，２８９ 

０ 

６３４ 

４１ 

９２１ 

０ 

 

９，１８８ 

０ 

３７ 

１１６ 

２，３４８ 

０ 

 

０ 

０ 

３０，８５１ 

０ 

０ 

０ 

 

５，７１８ 

０ 

０ 

３３ 

５３ 

０ 

 

７５，５６１ 

３４，５８９ 

４３，０７７ 

１，０００ 

８７，３１１ 

０ 

税引前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

当期純利益 

目的積立金取崩額 

純利益 

１９，６８０ 

０ 

１９，６８０ 

０ 

１９，６８０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

２７ 

△２７ 

０ 

△２７ 

１９，６８０ 

２７ 

１９，６５３ 

０ 

１９，６５３ 

［注１］ 厚生年金基金の積立不足額については、科学技術厚生年金基金において回復計画を策定し、給付の削減、掛金の引き上げ等の解消方法を検討した上で、必要な

場合は、経常費用における人件費の範囲内で特別掛金を加算し、その解消を図ることとしている。 

［注２］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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平成 30年度資金計画 

（単位：百万円） 

区別 
A.宇宙政策の目標達成に向

けた宇宙プロジェクトの実施 

B. 宇宙政策の目標達

成に向けた分野横断的

な研究開発等の取組 

C.航空科学技術 
D. 宇宙航空政策の目標

達成を支えるための取組 

E.情報収集衛星にか

かる政府からの受託 
F.法人共通 合計 

資金支出 

業務活動による支出 

 

投資活動による支出 

 

財務活動による支出 

 

翌年度への繰越金 

 

１１１，５３２ 

 

１７，７０３ 

 

９５４ 

 

２７，１６８ 

 

１２，９６９ 

 

２，０５９ 

 

１１１ 

 

３，１６２ 

 

８，３２２ 

 

１，３２１ 

 

７１ 

 

２，０２４ 

 

１３，７６４ 

 

２，１８５ 

 

１１８ 

 

３，３６０ 

 

２７，７５４ 

 

０ 

 

２３８ 

 

１１，０４５ 

 

６，４１６ 

 

１，０１８ 

 

５５ 

 

１，５６２ 

 

１８０，７５７ 

 

２４，２８６ 

 

１，５４７ 

 

４８，３２０ 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

補助金収入 

受託収入 

その他の収入 

 

投資活動による収入 

施設整備費による収入 

 

財務活動による収入 

 

前年度よりの繰越金 

 

１１４，２２５ 

７１，３０２ 

４０，２５０ 

１，７５８ 

９１５ 

 

 

６５５ 

 

０ 

 

４２，４７７ 

 

１３，３６２ 

１３，１２０ 

６０ 

６３ 

１１９ 

 

 

０ 

 

０ 

 

４，９３９ 

 

８，５６９ 

８，０６４ 

０ 

４５２ 

５２ 

 

 

０ 

 

０ 

 

３，１６９ 

 

１４，１８５ 

１４，０１０ 

０ 

２７ 

１４８ 

 

 

０ 

 

０ 

 

５，２４２ 

 

２８，５３８ 

０ 

０ 

２８，５３８ 

０ 

 

 

０ 

 

０ 

 

１０，５００ 

 

６，６０７ 

６，５６４ 

０ 

０ 

４２ 

 

 

０ 

 

０ 

 

２，４４４ 

 

１８５，４８４ 

１１３，０６０ 

４０，３１０ 

３０，８３８ 

１，２７６ 

 

 

６５５ 

 

０ 

 

６８，７７１ 

［注］各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。  
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②短期借入金の限度額 

短期借入金の限度額は、２５５億円とする。短期借入金が想定される事態としては、運

営費交付金の受入れに遅延等が生じた場合がある。 

 

③不要財産の処分に関する計画 

保有資産の必要性について適宜検証を行い、必要性がないと認められる資産について

は、独立行政法人通則法の手続きに従って適切に処分する。 

 

④重要な財産の譲渡・担保化に関する計画 

重要な財産を譲渡し、又は担保に供する場合は、独立行政法人通則法の手続きに従っ

て適切に行う。 

 

⑤剰余金の使途 

剰余金については、JAXA の実施する業務の充実、所有施設の改修、職員教育等の充

実に充てる。 

 

（２）自己収入増加の促進 

運営費交付金等による政策の実現や社会ニーズに応えるための取組の実施に加え、新

たな事業の創出、成果の社会還元、研究者の発意による優れた研究の推進を効率的に進

めていくため、競争的研究資金の獲得や JAXAの保有する宇宙航空技術に関する知見の提

供等の国内外の民間事業者及び公的研究機関との連携強化等を通じた外部資金の獲得に

向け、JAXA 内でのベストプラクティスの共有や、競争的研究資金等を獲得したテーマに内

部の研究資金を重点配分する仕組みの構築（インセンティブの付与）等について検討を進め、

自己収入の増加を促進する。 

 

Ⅳ. その他業務運営に関する重要事項に係る措置 

１．内部統制 

事業活動を推進するに当たり、理事長のリーダーシップの下、関係法令等を遵守しつつ合

理的かつ効率的に業務を行うため、プロジェクト業務も含め事業活動における計画、実行、評

価に係る PDCA サイクルを効果的に循環させ、適切な内部統制を行う。具体的には、業務方

法書に基づき策定した内部統制実施指針に沿って内部統制の基本要素（統制環境、リスクの

評価と対応、統制活動、情報と伝達、モニタリング、ICT への対応）が適正に実施されているか

不断の点検を行い、必要に応じ見直す。特に研究不正対策については、国のガイドライン等に

従い、不正防止のための体制及び責任者の明確化、教育の実施等の研究活動における不正

行為及び研究費の不正使用を未然に防止する効果的な取組を推進する。 

なお、内部統制システムの一部を構成するプロジェクトマネジメントに関しては、１．４．３項
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にて計画を定める。 

 

２．人事に関する事項 

社会に対し科学・技術で新しい価値を提案できる組織を目指し、人材マネジメント及び労働

環境の恒常的な改善を戦略的に推進する。 

具体的には、高い専門性、技術力・研究力、リーダーシップを有する優秀かつ多様な人材の

確保及び育成、事業状況に応じた人員配置、職員のモチベーションを高めるよう適切な評価・

処遇について、人材育成実施方針の維持・改訂及び人材育成委員会の運営等により、計画

的・体系的に行う。 

特に、イノベーションの創出に資するべく、世界の第一線で活躍する極めて優秀な国内外の

人材を登用するため、クロスアポイントメント制度の活用等を促進するとともに、民間事業者等

の外部との相互の人材交流や登用を通じて、人材基盤の強化を図る。 

また、ワークライフ変革を進め、健康で活き活きと働ける職場環境を整え、職員一人ひとりの

多様かつ生産性の高い働き方を推進する。 

 

以上 


